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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自平成16年 
６月１日 
至平成16年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成18年 
６月１日 
至平成18年 
11月30日 

自平成16年 
６月１日 
至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
６月１日 
至平成18年 
５月31日 

売上高 （千円） 862,241 1,281,534 1,315,206 1,940,493 2,334,083 

経常利益 （千円） 285,547 325,464 182,841 410,526 567,094 

中間（当期）純利益 （千円） 167,135 191,935 107,270 235,549 311,315 

持分法を適用した場合の投

資利益 
（千円） ― ― ― ― ― 

資本金 （千円） 530,750 760,250 778,620 760,250 778,620 

発行済株式総数 （株） 5,246 18,750 57,834 6,250 19,278 

純資産額 （千円） 1,145,504 1,769,513 1,881,444 1,720,418 1,918,759 

総資産額 （千円） 2,530,983 2,831,803 2,488,246 2,619,216 3,012,262 

１株当たり純資産額 （円） 218,357.73 94,374.06 32,531.80 270,412.52 99,531.02 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） 31,859.59 10,236.55 1,854.80 38,029.84 16,468.23 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） ― 9,963.42 1,853.16 35,738.25 16,151.25 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― 18,000 7,500 

自己資本比率 （％） 45.3 62.5 75.6 65.7 63.7 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △355,539 1,432,457 △204,082 △848,364 1,561,575 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △41,844 △47,491 △37,560 △15,706 28,203 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 83,630 △412,500 △144,585 200,045 △382,634 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 792,762 1,414,956 1,263,408 442,491 1,649,635 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

31 

(21)

45 

(19)

50 

(21)

40 

(25)

49 

(19)



 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．当社には関連会社がありませんので持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、第16期中間会計期間は、ストックオプション制度導

入に伴う、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中

平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

５．当社は平成17年７月20日付で、株式１株につき３株の株式分割を行っており、また平成18年９月１日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っております。なお、当該株式分割が前々期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報は次のとおりです。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自平成16年 
６月１日 
至平成16年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成18年 
６月１日 
至平成18年 
11月30日 

自平成16年 
６月１日 
至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
６月１日 
至平成18年 
５月31日 

１株当たり純資産額 （円） 24,261.97 31,458.02 32,531.80 30,045.83 33,177.00 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） 3,539.95 3,412.18 1,854.80 4,225.53 5,489.41 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） ― 3,321.14 1,853.16 3,970.91 5,383.75 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） ― ― ― 2,000 2,500 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工は含み常用パートは除く。）

は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年11月30日現在

従業員数（人） 50(21)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益は好調を持続し設備投資も増加基調が続いている一方、原油価

格の高騰等景気変動に対する懸念材料もあり、個人消費の増加は鈍化の兆しをみせてはおりますが、緩やかながら

も景気回復基調が続いております。 

 このような環境の中で、当社は、「飛躍・柔軟・遵守」の３つのキーワードを掲げ、「公明正大なオークション

市場の創造と拡大」の経営理念のもと、高額美術品を中心とした優良作品のオークション出品と富裕層を中心とし

た美術品コレクターのオークション参加促進に注力し、オークション事業を中心とした事業を積極的に展開してま

いりました。 

 これらの結果、当中間会計期間の取扱高は3,428,555千円（前中間期比26.0％減）、売上高は1,315,206千円（前

中間期比2.6％増、内商品売上高717,992千円（前中間期比78.2％増））となりました。利益面につきましては、経

常利益182,841千円（前中間期比43.8％減）、中間純利益107,270千円（前中間期比44.1％減）となりました。取扱

高等の前年対比減は前年６月に上場記念オークションを開催いたしましたが、当中間期はそれに当たるオークショ

ンの開催がないためであります。売上高の前年比増は、今期より商品戦略の転換を図ったことによる商品売上の増

加によるものであります。 

 部門別の概況は次のとおりであります。 

（オークション事業） 

 オークション事業の取扱高（注１）は、2,697,265千円（前中間期比40.0％減）、売上高は、671,812千円（前中

間期比41.4％減、内商品売上高98,607千円（前中間期比64.7％減））となりました。当中間会計期間は、前年６月

４日に開催しました「上場記念オークション」（取扱高14億5,569千円）に該当するオークションの開催がなく、

前期比では減となりました。作品別には、杉山寧「晷」54,000千円（平成18年９月近代美術オークション）、富本

憲吉「色繪大徳利」44,000千円（平成18年９月近代陶芸オークション）、横山大観「春嶺」42,000千円（平成18年

７月近代美術オークション）、加山又造「猫」42,000千円（平成18年11月近代美術オークション）等の落札を上げ

ました。 

（その他事業） 

 その他事業の取扱高（注１）は、731,290千円（前中間期比427.7％増）、売上高は、643,393千円（前中間期比

379.6％増、内商品売上高619,385千円（前中間期比404.2％増））となりました。当中間会計期間は、プライベー

トセールの案件成約が増加し、取扱高（注１）の増加に加え、今期からの商品戦略の転換により当社が在庫として

買取った作品の販売が寄与し、売上高は増加しました。また、本社１階に併設する「シンワ・アート・ミュージア

ム」の貸しギャラリー業務も、2,500千円の売上を上げました。 

（注）取扱高とは、オークション落札価額（ハンマープライス）、プライベートセール及び交換会での取引金額の総称

であります。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売掛債権の減少による資金増加要因

はありましたが、オークション未払金の減少、前渡金の増加、法人税等の支払、配当金の支払による資金減少によ

り、前事業年度末に比べ386,227千円減少し、当中間会計期間末には1,263,408千円となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は、204,082千円（前年同期得られた資金は、1,432,457千

円）となりました。売掛金、オークション未収入金の合計である売掛債権は減少しましたが、オークション未払金

の減少、前渡金の増加、法人税等の支払による支出で資金は減少となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、37,560千円（前年同期使用した資金は47,491千円）と

なりました。これは主に、定期預金の増加、有形固定資産取得及び保証金の増加によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、144,585千円（前年同期使用した資金は412,500千円）

となりました。これは、配当金の支払によるものであります。当中間会計期間も前事業年度末に引き続き有利子負

債残高はありません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、主に美術品を対象としたオークション運営事業を行っており、生産実績の記載はしておりません。 

(2）受注実績 

 当社は、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。 

(3）販売実績 

 （注）１．その他オークションの開催については、出品の状況により随時開催しております。当中間会計期間は、宝石

オークション３回、西洋美術オークション１回を開催しております。 

 ２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

 ３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ４．当該顧客がオークションでの落札及びプライベートセールにて作品を購入した金額を記載しており、当該取

引は、一過性であります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  
当中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

  
取扱高 
（千円） 

前年比 
（％） 

売上高 
（千円） 

前年比 
（％） 

オークション
開催数 

オークション
出品数 

オークション
落札数 

落札率 
（％） 

近代美術オークション 1,693,530 △49.8 360,234 △55.6 3 473 412 87.1 

近代陶芸オークション 328,520 26.5 139,255 27.3 2 594 543 91.4 

近代美術PartⅡオークション 366,020 △20.5 95,759 △30.2 4 1,326 1,307 98.6 

その他オークション（注）1 309,195 △22.7 76,562 △13.2 4 780 720 92.3 

オークション事業合計 2,697,265 △40.0 671,812 △41.4 13 3,173 2,982 94.0 

プライベートセール 542,665 418.0 457,676 366.0         

その他 188,625 457.5 185,717 416.9         

その他事業合計 731,290 427.7 643,393 379.6         

合計 3,428,555 △26.0 1,315,206 2.6         

  
  

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

金額（千円） 
割合 
（％） 

金額（千円） 
割合 
（％） 

一般法人顧客（注）４ 

  
  

324,560 
  
  

25.3
  

222,978 
  
  

16.9 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に

基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 180,000 

計 180,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年２月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 57,834 57,834 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
― 

計 57,834 57,834 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は次のとおりでありま

す。 

（平成13年12月８日臨時株主総会決議によるもの） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数についての

み行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式を

処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、未

行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げる。 

なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

３．新株予約権の目的となる株式の数は平成13年12月８日開催の臨時株主総会及び平成13年11月22日開催の取締

役会決議における新株発行予定数から、平成19年１月31日までに退職もしくは権利放棄の等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の数が３個減じております。これにともない、新株予約権の目的となる株式の

数を３株減じております。 

４．(ア)取締役及び従業員については権利行使時に当社に在籍していることを要するものとする。 

(イ)新株予約権の分割行使はできないものとする。 

５．本新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要する。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 18 18 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 18（注）３   18（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,889 13,889 

新株予約権の行使期間 
自平成17年１月１日 

至平成21年12月31日 

自平成17年１月１日 

至平成21年12月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  13,889 

資本組入額 13,889 

発行価格  13,889 

資本組入額 13,889 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

代用払込みに関する事項 －   － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株あたりの払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株式の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は

次のとおりであります。 

（平成15年12月６日臨時株主総会決議によるもの） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数についての

み行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、本新株予約権発行後、時価を下回る発行価額での新株式の発行又は時価を下回る価額での自己株式を

処分するとき（新株予約権の行使による新株の発行及び新株の発行に代えた自己株式の移転は除く）は、未

行使の新株予約権の１株あたりの払込金額を次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げる。 

なお、算式中「既発行株式数」には、新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。ま

た、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が株式分割を行う場合、ならび

に当社が完全子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、その他これ

らの場合に準じ発行価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。 

３．(ア)取締役及び従業員については権利行使時に当社に在籍していることを要するものとする。 

(イ)新株予約権の分割行使はできないものとする。 

(ウ)上記の他、当社は取締役会決議および取締役会決議に基づく個別の対象者との間で締結する新株予約権

に関する契約において新株予約権の行使の条件、当社への新株予約権返還事由その他の事項を定める。

４．本新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要する。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 36 36 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 36 36 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 21,112 21,112 

新株予約権の行使期間 
自平成17年12月７日 

至平成21年12月６日 

自平成17年12月７日 

至平成21年12月６日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   21,112 

資本組入額  10,556 

発行価格   21,112 

資本組入額  10,556 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

代用払込みに関する事項 －  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株あたりの払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新規発行前の株式の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）平成18年９月１日付をもって１株を３株に株式分割し、発行済株式総数が38,556株増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年９月１日  38,556 57,834 － 778,620 － 383,495 

  平成18年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社シンワアートホール

ディングス 

東京都中央区銀座７－４－12 

  
10,800 18.67 

株式会社 表玄 東京都中央区銀座６－３－11 3,645 6.30 

水谷 大 東京都港区 2,898 5.01 

三晶実業株式会社 東京都中央区日本橋３－２－９ 2,608 4.50 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 2,420 4.18 

株式会社 泰明画廊 東京都中央区銀座７－３－５ 2,340 4.04 

山村 昌康 東京都目黒区 2,178 3.76 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（年金信託口） 
東京都中央区晴海１－８－12 1,697 2.93 

シービーロンドンジェネラル

イタリアンレジデントトリー

テイジャスクライアント（常

任代理人 シテイバンク・エ

ヌ・エイ東京支店） 

東京都品川区東品川２－３－14 1,581 2.73 

ジェーピーモルガンチェース

オッペンハイマーファンズジ

ャスデックアカウント（常任

代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行） 

東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,500 2.59 

計 ― 31,667 54.75 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  57,834 57,834 ― 

発行済株式総数 57,834 ― ― 

総株主の議決権 ― 57,834 ― 

  平成18年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

    ２．□印は、株式分割権利落後の株価を示しております。 

３【役員の状況】 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

(3）役職の異動 

 該当事項はありません。 

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 1,330,000 1,470,000 
1,270,000 

□ 418,000 
401,000 382,000 300,000 

最低（円） 920,000 1,070,000 
1,080,000 

□ 380,000 
362,000 261,000 210,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年６月１日から平成17年11月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

            

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 1,784,956   1,633,408 1,989,635   

２．売掛金   102,830   226,052 930   

３．オークション未
収入金 

※３ 245,769   146,813 603,108   

４．有価証券  ※２ 49,998   ― ―   

５．たな卸資産   46,954   70,248 76,816   

６．前渡金   367,381   193,180 85,646   

７．繰延税金資産   32,023   22,325 58,727   

８．その他   21,039   27,829 25,516   

貸倒引当金   △3,479   △4,512 △5,071   

流動資産合計     2,647,475 93.5 2,315,346 93.1   2,835,309 94.1

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物 ※１ 89,582   73,699 81,171   

２．車両運搬具 ※１ 5,770   8,252 4,464   

３．工具、器具及
び備品 

※１ 10,778   10,198 11,871   

有形固定資産合
計 

  106,131   92,150 97,508   

(2）投資その他の資
産 

          

１．繰延税金資産   18,462   19,784 19,479   

２．その他   59,734   60,965 59,965   

投資その他の資
産合計 

  78,197   80,749 79,444   

固定資産合計     184,328 6.5 172,899 6.9   176,952 5.9

資産合計     2,831,803 100.0 2,488,246 100.0   3,012,262 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   89,467   66 ―   

２．オークション未
払金 

※３ 667,900   428,448 621,606   

３．未払法人税等   138,316   43,600 195,148   

４．未払消費税等 ※４ 28,774   1,911 38,027   

５．賞与引当金   42,940   37,163 95,131   

６．その他   71,541   69,512 118,039   

流動負債合計     1,038,939 36.7 580,701 23.3   1,067,953 35.5

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   23,350   26,100 25,550   

固定負債合計     23,350 0.8 26,100 1.1   25,550 0.8

負債合計     1,062,289 37.5 606,801 24.4   1,093,503 36.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     760,250 26.9 ― ―   ― ―

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   372,000   ― ―   

資本剰余金合計     372,000 13.1 ― ―   ― ―

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   37,687   ― ―   

２．中間（当期）未
処分利益 

  599,576   ― ―   

利益剰余金合計     637,263 22.5 ― ―   ― ―

資本合計     1,769,513 62.5 ― ―   ― ―

負債・資本合計     2,831,803 100.0 ― ―   ― ― 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年11月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

            

（純資産の部）                     

 Ⅰ 株主資本                     

（1）資本金     － －   778,620 31.3   778,620 25.9 

（2）資本剰余金                     

１．資本準備金   －     383,495     383,495     

 資本剰余金合計     － －   383,495 15.4   383,495 12.7 

 （3）利益剰余金                     

１．利益準備金   －     37,687     37,687     

２．その他利益剰余
金 

                    

 繰越利益剰余金   －     681,641     718,956     

 利益剰余金合計     － －   719,329 28.9   756,643 25.1 

 株主資本合計     － －   1,881,444 75.6   1,918,759 63.7 

 純資産合計     － －   1,881,444 75.6   1,918,759 63.7 

 負債純資産合計     － －   2,488,246 100.0   3,012,262 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   1,281,534 100.0 1,315,206 100.0   2,334,083 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   378,209 29.5 630,708 48.0   630,555 27.0

売上総利益     903,324 70.5 684,497 52.0   1,703,527 73.0

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    579,876 45.3 502,321 38.2   1,141,464 48.9

営業利益     323,447 25.2 182,175 13.8   562,062 24.1

Ⅳ 営業外収益 ※３   2,794 0.3 666 0.1   5,816 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※４   777 0.1 ― ―   784 0.0

経常利益     325,464 25.4 182,841 13.9   567,094 24.3

Ⅵ 特別利益 ※５   1,514 0.1 559 0.1   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※６   ― 868 0.1   ― ―

税引前中間（当
期）純利益 

    326,979 25.5 182,532 13.9   567,094 24.3

法人税、住民税
及び事業税 

  133,724   39,165 282,180   

法人税等調整額   1,318 135,043 10.5 36,096 75,262 5.7 △26,401 255,778 11.0

中間（当期）純
利益 

    191,935 15.0 107,270 8.2   311,315 13.3

前期繰越利益     407,640 ―   ― 

中間（当期）未
処分利益 

    599,576 ―   ― 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年５月31日 残高 
（千円） 

778,620 383,495 383,495 37,687 718,956 756,643 1,918,759 1,918,759 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当         △144,585 △144,585 △144,585 △144,585 

中間純利益         107,270 107,270 107,270 107,270 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △37,314 △37,314 △37,314 △37,314 

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

778,620 383,495 383,495 37,687 681,641 719,329 1,881,444 1,881,444 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰
余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成17年５月31日 残高 
（千円） 

760,250 372,000 372,000 37,687 550,480 588,168 1,720,418 1,720,418 

事業年度中の変動額         

新株の発行 18,370 11,495 11,495       29,865 29,865 

剰余金の配当         △112,500 △112,500 △112,500 △112,500 

利益処分による役員賞与         △30,340 △30,340 △30,340 △30,340 

当期純利益         311,315 311,315 311,315 311,315 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

18,370 11,495 11,495 － 168,475 168,475 198,340 198,340 

平成18年５月31日 残高 
（千円） 

778,620 383,495 383,495 37,687 718,956 756,643 1,918,759 1,918,759 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  326,979 182,532 567,094

減価償却費   11,754 11,050 24,451

貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  △1,514 △559 77

賞与引当金の増加・
減少（△）額 

  △6,261 △57,968 45,930

役員賞与引当金の増
加・減少（△）額 

  ― △40,360 40,360

退職給付引当金の増
加・減少（△）額 

  800 550 3,000

受取利息及び受取配
当金 

  △794 △204 △925

支払利息   777 ― 777

有形固定資産売却損   ― 868 ―

売掛金の増加
（△）・減少額 

  140,183 △225,122 242,083

オークション未収入
金の増加（△）・減
少額 

  △127,663 456,295 △485,002

たな卸資産の増加
（△）・減少額 

  150,883 6,567 121,022

前渡金の増加
（△）・減少額 

  625,110 △107,534 906,846

買掛金の増加・減少
（△）額 

  89,467 66 ―

オークション未払金
の増加・減少（△）
額 

  350,730 △193,157 304,437

未払消費税等の増
加・減少（△）額 

  16,345 △36,116 25,597

役員賞与の支払額   △30,340 ― △30,340

その他   10,194 △12,140 11,996

小計   1,556,652 △15,233 1,777,405

利息及び配当金の受
取額 

  787 175 1,567

利息の支払額   △438 ― △438

法人税等の支払
（△）・還付額 

  △124,544 △189,024 △216,959

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,432,457 △204,082 1,561,575

    

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金への預入に
よる支出 

  △30,000 △30,000 △60,000

定期預金の満期払戻
による収入 

  ― ― 60,000

有価証券の満期償還
による収入 

  ― ― 50,000

有形固定資産の取得
による支出 

  △10,667 △6,958 △14,741

有形固定資産の売却
による収入  

  ― 398 ―

保証金新規差入によ
る支出 

  △6,824 △1,000 △7,054

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △47,491 △37,560 28,203

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増
加・減少（△）額 

  △300,000 ― △300,000

株式の発行による収
入 

  ― ― 29,865

配当金の支払額   △112,500 △144,585 △112,500

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △412,500 △144,585 △382,634

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加・減少（△）額 

  972,465 △386,227 1,207,144

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  442,491 1,649,635 442,491

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,414,956 1,263,408 1,649,635

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

    その他有価証券 

① 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法。評価差額は

全部資本直入法より処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しています。 

 

     ─────── 

  

  

(1）有価証券 

  その他有価証券  

  ─────── 

  

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

なお、「取得価額」と「債

券金額」との差額の性格が

金利の調整と認められるも

のについては、償却原価法

により原価を算定しており

ます。 

  

  

  

 時価のないもの 

同左 

  

 同左  

  (2）たな卸資産 

個別法による原価法 

  

たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

有形固定資産 

  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物      ８年～15年 

車両運搬具      ５年 

工具、器具及び備品 

３年～８年 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物      ８年～15年 

車両運搬具      ５年 

工具、器具及び備品 

３年～15年 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物      ８年～15年 

車両運搬具      ５年 

工具、器具及び備品 

３年～15年 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

  

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

    

 ───── 

（3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込

額を計上しております。 

なお、役員賞与は通期の業績

を基礎として算定しており、

当中間会計期間において合理

的に見積もることが困難なた

め費用処理しておりません。 

（3）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込

額を計上しております。 

   (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、当社は、従業員数300

人未満の小規模企業等に該当

するため、簡便法を採用して

おります。 

（4）退職給付引当金 

同左  

（4）退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務に基づき計上しておりま

す。 

なお、当社は、従業員数300人

未満の小規模企業等に該当す

るため、簡便法を採用してお

ります。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

  

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円換算し、換

算差額は損益として処理しており

ます。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

  

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

  

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



（会計処理の変更）  

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
   至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
   至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
   至 平成18年５月31日） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）

が平成17年４月１日以後開始する事業年度か

ら強制適用になったことに伴い、当中間会計

期間から同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  

  

 ────── 

（1）固定資産の減損に係る会計基準の適用   

について 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）が平成17年

４月１日以後開始する事業年度から強制

適用になったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準及び同適用指針を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  

  

 ────── 

  

 ────── 

（2）役員賞与の会計処理の変更について 

 役員賞与は、従来、株主総会の利益処分

案決議により未処分利益の減少として会

計処理しておりましたが、当事業年度か

ら「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）に基づき、発生した

期間の費用として処理することとしてお

ります。 

この結果、従来の方法と比較して営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそ

れぞれ、40,360千円減少しております。 

  

  

──────  

  

──────  

（3）貸借対照表の純資産の部の表示について 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号）及び、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,918,759千円であり、この適用による増

減はありません。  

なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の

部については、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度末 
（平成18年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

53,705千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      73,674千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      66,402千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

定期預金 300,000千円 

有価証券 49,998千円 

（合計） (349,998千円)

定期預金     300,000千円 

     

   

定期預金   300,000千円 

    

   

担保付債務はありません。 担保付債務はありません。 担保付債務はありません。 

              

  

※３ オークション未収入金及びオークショ

ン未払金は、オークション事業により

発生する、落札者及び出品者に対する

未決済債権及び債務残高であります。 

なお、オークション未収入金及びオー

クション未払金の中間会計期間末残高

は、中間会計期間末日とオークション

開催日との関連によって増減いたしま

す。  

────── 

※３       同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

※３ オークション未収入金及びオークショ

ン未払金は、オークション事業により

発生する、落札者及び出品者に対する

未決済債権及び債務残高であります。 

なお、オークション未収入金及びオー

クション未払金の期末残高は、期末日

とオークション開催日との関連によっ

て増減いたします。  

オークション未収入金のうち、回収期

日を経過したものは落札者との合意に

より、作品の第三者への転売によって

回収を行います。当事業年度末におい

て、第三者への転売によって回収を予

定しているオークション未収入金は

171,327千円（回収期日：平成18年５

月30日、うち当社のオークション事業

収入金額15,550千円）であり、このオ

ークション未収入金に対応するオーク

ション未払金は149,575千円でありま

す。なお、現状においては上記のオー

クション未収入金の回収可能性に問題

はないものと考えております。 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺

のうえ、「未払消費税等」として表示

しております。 

  

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４     ────── 

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行３行と貸出コミットメ

ント契約を1,400百万円締結しており

ます。 

なお、この契約に基づく当中間会計期

間末における実行残高はありません。 

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と貸出コミットメ

ント契約を1,000百万円締結しており

ます。 

なお、この契約に基づく当中間会計期

間末における実行残高はありません。 

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と貸出コミットメ

ント契約を1,000百万円締結しており

ます。 

なお、この契約に基づく当期末におけ

る実行残高はありません。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 売上高の内訳は次のとおりでありま

す。 

※１ 売上高の内訳は次のとおりでありま

す。 

※１ 売上高の内訳は次のとおりでありま

す。 

オークション事業

収入 
1,147,403千円 

その他事業収入 134,130千円 

オークション事業

収入 
671,812千円 

その他事業収入     643,393千円 

オークション事業

収入 
 1,960,815千円 

その他事業収入     373,267千円 

オークション事業収入は、主に、オー

クション事業における落札及び出品に

係る受取手数料収入並びにオークショ

ンにおける商品売上高であります。ま

た、その他事業収入は、その他事業に

おける商品売上高及び受取手数料収入

等であります。 

同左 同左 

なお、当中間会計期間の事業部門別の

取扱高は以下のとおりであります。 

なお、当中間会計期間の事業部門別の

取扱高は以下のとおりであります。 

なお、当期の事業部門別の取扱高は以

下のとおりであります。 

オークション事業 4,496,466千円 

その他事業 138,576千円 

（合計） (4,635,043千円)

オークション事業   2,697,265千円 

その他事業    731,290千円 

（合計） ( 3,428,555千円)

オークション事業   8,023,391千円 

その他事業    342,955千円 

（合計） ( 8,366,346千円)

※２ 売上原価の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２ 売上原価の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２ 売上原価の内訳は次のとおりでありま

す。 

オークション事業

原価 
253,592千円 

その他事業原価 124,617千円 

オークション事業

原価 
   161,483千円 

その他事業原価     469,225千円 

オークション事業

原価 
    394,243千円 

その他事業原価     236,312千円 

※３ 営業外収益のうち主要なもの ※３ 営業外収益のうち主要なもの ※３ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 61千円 

有価証券利息 732千円 

受取査定報酬  1,962千円 

受取利息   204千円 

受取査定報酬    451千円 

       

受取利息    111千円 

有価証券利息      813千円 

受取査定報酬        4,596千円 

※４ 営業外費用のうち主要なもの ※４     ────── ※４ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 777千円     支払利息       777千円 

※５ 特別利益は、貸倒引当金戻入益   

1,514千円であります。 

  

※５ 特別利益は、貸倒引当金戻入益   

559千円であります。 

  

※５     ────── 

※６     ────── ※６ 特別損失は、固定資産売却損868千円

であります。 

  

※６     ────── 

７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,754千円 有形固定資産     11,050千円 有形固定資産    24,451千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式数の増加38,556株は、平成18年９月１日付の普通株式１株につき３株の割合の株式分割に

よるものであります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

前事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式数の増加13,028株は、平成17年７月20日付の普通株式１株につき３株の割合の株式分割に

よるものが12,500株、ストックオプションの行使によるものが528株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 （注）当社は、平成17年７月20日付で普通株式１株につき３株の割合の株式分割を行なっております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり配当金は6,000円にな

ります。 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数  当中間会計期間末株式数 

 発行済株式数     

 普通株式  19,278株  38,556株 ―  57,834株 

      

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 144,585 7,500 平成18年５月31日 平成18年８月31日 

  前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数  当事業年度末株式数 

 発行済株式数     

 普通株式  6,250株  13,028株 ―  19,278株 

      

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 112,500 18,000 平成17年５月31日 平成17年８月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 144,585 利益剰余金 7,500 平成18年５月31日 平成18年８月31日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

現金及び現金同等物の中間会計期間末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の中間会計期間末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年11月30日現在） （平成18年11月30日現在） （平成18年５月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 1,784,956

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△370,000

現金及び現金同等物 1,414,956

  （千円）

現金及び預金勘定 1,633,408

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△370,000

現金及び現金同等物 1,263,408

  （千円）

現金及び預金勘定 1,989,635

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△340,000

現金及び現金同等物 1,649,635



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年６月１日 至平成17年11月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

14,184 5,937 8,246 

合計 14,184 5,937 8,246 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具、器具及
び備品 

14,184 8,774 5,410

合計 14,184 8,774 5,410

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具、器具及
び備品 

14,184 7,355 6,828

合計 14,184 7,355 6,828

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,835千円

１年超 5,603千円

合計 8,439千円

１年内      2,901千円

１年超 2,702千円

合計 5,603千円

１年内 2,868千円

１年超 4,161千円

合計 7,029千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,502千円

減価償却費相当額 1,418千円

支払利息相当額 109千円

支払リース料 1,502千円

減価償却費相当額 1,418千円

支払利息相当額 76千円

支払リース料 3,005千円

減価償却費相当額 2,836千円

支払利息相当額 202千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

前中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

前事業年度末 
（平成18年５月31日） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

その他有価証券       

長期利付国債 49,998 － － 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成18年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 （注）権利行使価格は、平成17年７月20日の分割後の価格で記載しております。株式分割前の付与時の権利行使価格

は、次のとおりです。 

 平成13年新株引受権によるストックオプション 125,000円 

 平成15年新株予約権によるストックオプション 190,000円 

  
平成13年新株引受権による 

ストックオプション 

平成15年新株予約権による 

ストックオプション 

 付与対象者の区分及び数 
 当社の取締役 ４名 

 当社の従業員 20名 

 当社の取締役    １名 

 当社の監査役    ３名 

 当社の従業員    ６名 

 社外コンサルタント １社  

 ストックオプション数（注）  普通株式  783株  普通株式  375株  

 付与日  平成13年12月８日  平成15年12月６日  

 権利行使期間 
 自 平成17年１月１日 

 至 平成21年12月31日 

 自 平成17年12月７日 

 至 平成21年12月６日 

  
平成13年新株引受権による 

ストックオプション 

平成15年新株予約権による 

ストックオプション 

 権利確定前     

 前事業年度末  ―  375株 

 付与  ―  ― 

 失効  ―  ― 

 権利確定  ―  375株 

 未確定残  ―  ― 

 権利確定後     

 前事業年度末  171株  ― 

 権利確定  ―  375株 

 権利行使  165株  363株 

 失効  ―  ― 

 未行使残  ６株  12株 

  
平成13年新株引受権による 

ストックオプション 

平成15年新株予約権による 

ストックオプション 

 権利行使価格  41,667円  63,334円 

 行使時平均株価  1,380,000円  1,205,528円 

 付与日における公正な評価単価  ―  ― 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年６月１日 至平成17年11月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額 94,374.06円

１株当たり中間純利

益金額 
10,236.55円

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額  

 9,963.42円

１株当たり純資産額 32,531.80円

１株当たり中間純利

益金額 
1,854.80円

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額  

1,853.16円

１株当たり純資産額 99,531.02円

１株当たり当期純利

益金額 
16,468.23円

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額  

16,151.25円

      

 当社は、平成17年７月20日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間及び前事業年度における１株当

たり情報については、以下のとおり

となります。 

 当社は、平成18年９月１日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間及び前事業年度における１株当

たり情報については、以下のとおり

となります。 

 当社は、平成17年７月20日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産
額 

１株当たり純資産
額 

72,785.91円 90,137.50円 

１株当たり中間純
利益金額 

１株当たり当期純
利益金額 

10,619.86円 12,676.61円 

なお、潜在株式調
整後１株当たり中
間純利益金額につ
いては、ストック
オプション制度導
入に伴う新株予約
権残高があります
が、当社株式は非
上場であり、かつ
店頭登録もしてい
ないため、期中平
均株価が把握でき
ませんので記載し
ておりません。 

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益金額 

  11,912.75円 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産
額 

１株当たり純資産
額 

31,458.02円 33,177.00円 

１株当たり中間純
利益金額 

１株当たり当期純
利益金額 

3,412.18円 5,489.41円 

潜在株式調整後１
株当たり中間純利
益金額 

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益金額 

3,321.14円 5,383.75円 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

90,137.50円 

１株当たり当期純利益金額 

12,676.61円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

11,912.75円 



 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日)

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円）  191,935 107,270 311,315 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株主に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
191,935 107,270 311,315 

期中平均株式数（株） 18,750 57,834 18,904 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額  

      

中間（当期）純利益調整額（千円）  ― ― ― 

普通株式増加数（株）  514 51 371 

（うちストックオプション（新株引

受権方式））  

(164) (17) (155) 

 （うちストックオプション（新株予

約権方式））  

(350) (34) (216) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── ────── 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日)

前事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日)

純資産の部の合計額（千円） ― 1,881,444 1,918,759 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）  

― ― ― 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額 

― 1,881,444 1,918,759 

中間期末（期末）の普通株式の数 ― 57,834 19,278 

        



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 ──────  ──────  平成18年７月10日開催の取締役会決議

に基づき、次のように株式分割による

新株発行を行うとともに、定款に定め

る、発行可能株式総数の増加を予定し

ております。 

    (1)平成18年９月１日付をもって、普通

株式１株を３株に分割する。  

(2)平成18年８月31日現在の最終の株

主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株に

つき３株の割合をもって分割す

る。  

(3)分割により増加する株式数 

  普通株式   38,556株 

(4)分割により増加する定款に定め

る、発行可能株式総数 

普通株式   120,000株 

  

    当該株式分割が、前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１

株当たり情報、並びに、当期首に行わ

れたと仮定した場合の、当事業年度に

おける１株当たり情報は、それぞれ次

のとおりになります。  

    前事業年度 当事業年度 

１株当たり
純資産額 

 30,045.83円  33,177.00円

１株当たり
当期純利益
金額 

 4,225.53円  5,489.41円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額 

 3,970.91円 5,383.75円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第17期）（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日）平成18年８月31日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年２月20日 

シンワアートオークション株式会社  

 取締役会 御中    

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 木下 邦彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
 公認会計士 田宮 紳司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシン

ワアートオークション株式会社の平成17年6月1日から平成18年5月31日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成17年6

月1日から平成17年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、シンワアートオークション株式会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年6月1日から平成17年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。  



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年２月19日 

シンワアートオークション株式会社  

 取締役会 御中    

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 木下 邦彦  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
 公認会計士 田宮 紳司  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
 公認会計士 須藤 修司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシン

ワアートオークション株式会社の平成18年6月1日から平成19年5月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成18年6

月1日から平成18年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、シンワアートオークション株式会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年6月1日から平成18年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。  
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